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令和３年度

令和３年度

・年次有給休暇の利用促進。

・障害者雇用に関するアンケート調査の実施。

・障害者就労施設の生産・加工・製作した物品を取り扱う売店を庁舎内に開設。

令和５年度

令和５年度

任用途中の離職者数

令和５年度

満 足 度

令和５年度

・担当する職務内容の拡大

・担当する職務内容の拡大
・担当する職務内容
の拡大

・必要に応じて面談を実施。

・計画の中で「障害者雇用推進チーム」を設置し、障害者である職員も参画して会議を開催。

・本庁舎２階に昇降機（車椅子対応）を設置。

・障害者枠での職員募集。

・時差出勤、テレワーク制度の利用促進。

④キャリア形成に関する目標

≪主な取組状況≫

目標内容 評価方法 令和２年度
令和

６年度

【氷見市・氷見市教育委員会】
障害者が担当する業務の拡大

〇新たな職域を開拓する。
　人事記録等を元に把握・進捗
管理。

・就労所属課の拡大
・担当する職務内容
の拡大

・担当する職務内容
の拡大

令和４年度

・就労所属課の拡大
・担当する職務内容
の拡大

・担当する職務内容
の拡大

令和３年度

・就労所属課の拡大
・担当する職務内容
の拡大

任用途中の
離職者数

【氷見市・氷見市教育委員会】
不本意な離職者を
極力生じさせない

　毎年の任免状況通報のタイミ
ングで、人事記録等を元に、前
年度採用者の定着状況を把
握・進捗管理。

③ワークエンゲージメントに関する目標（※ﾜｰｸ･ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄとは、仕事への積極的関与の状態をいう。）

令和４年度
任用途中の
離職者数

任用途中の
離職者数

令和４年度

満 足 度

令和３年度

満 足 度

令和
６年度

令和
６年度

令和４年度

満 足 度

【氷見市・氷見市教育委員会】
初年度の基準を上回る

　障害者である職員に対し、障
害者雇用に関するアンケート調
査を実施し、働いていることに
ついての「満足度」を把握す
る。

令和
６年度

【氷見市・氷見市教育委員会】
当該年６月１日時点の

法定雇用率以上

②定着に関する目標

目標内容 評価方法
令和２年度

【実雇用率】各年６月１日現在
（毎年の任免状況通報による）

法定雇用率 令和２年度

目標内容 評価方法
令和２年度

＜令和６年３月３１日現在＞

　～氷見市障害者活躍推進計画の取組の実施状況～

〈計画期間：令和２年４月１日～令和７年３月３１日（５年間）〉

①採用に関する目標



項　目

（１）　組織面

（２）　人材面

項　目

（１）　職務の選定

項　目

（１）　職務環境

（２）　募集・採用

（３）　働き方

（４）　キャリア形成

（５）　その他の人の管理

項　目 取組内容

取組内容

⒈障害者の活躍を推進する体制整備

取組内容

・令和２年３月27日付けで氷見市障害者活躍推進計画を作成。
・計画の中で「障害者雇用推進チーム」を設置。
・障害者である職員の参画

・障害者職業生活相談員の選任にあたり、資格要件を満たす職員を配置した。（資格取得のための講習会受講）

⒉障害者の活躍の基本となる職務の選定・創出体制整備

取組内容

・職員意向調査を実施し、人事異動等に対する希望・意見等を調査した。

・障害者就労施設の生産・加工・製作した物品を取り扱う売店を庁舎内に開設。

・令和２年３月に本庁舎２階に昇降機（車椅子対応）を設置。

・令和３年４月採用の職員採用試験に一般行政（障害者）枠を設け募集した。（応募者なし）
・令和４年４月採用の会計年度任用職員（障害者枠）を設け、募集した。（１名採用）
・令和５年４月採用の職員採用試験に一般行政（障害者）枠を設け募集した。
・令和６年４月採用の職員採用試験に一般行政（障害者）枠を設け募集した。
・令和６年４月採用の会計年度任用職員（障害者枠）を設け、募集した。

・積極的な各種休暇の利用について連絡し呼びかけた。

・会計年度任用職員について就労所属課を拡大（秘書広報課、商工振興課へ配属増）し、各職務で求められる能力・技能等
の向上を図った。

・必要に応じて面談を実施し、状況把握等を行った。

⒋その他

⒊障害者の活躍を推進するための環境整備・人事管理


